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 本論⽂は、⽇本の⾏政不服審査法の改正前後の議論を⽐較対象としながら、中国における
⾏政復議制度の改⾰とその課題について考察をする、両国の制度の⽐較法的分析である。 
 本論⽂の優れた点として、中国における⾏政復議制度の過去 10 年に遡る改⾰（試⾏）と
その結果としての制度の現状について、丹念な調査と検討とが⾏われている点を挙げるこ
とができる。とりわけ、⾏政復議制度の沿⾰及び⾏政復議委員会の試⾏に⾄る経緯について
分析した第⼆章は、現在試⾏中の⾏政復議委員会について、諮問機構型と案件議決型（⼀部
集中型）という 2 類型を提⽰し、各々の代表例（北京市とハルピン市）を素材とした分析を
通じ、両類型の共通点と相違点とを明確に抽出することに成功している。さらに、第三章に
おいては、案件議決型（⼀部集中型）⾏政復議委員会における⾏政復議管轄権の集中につい
ての検討が⾏われ、（ⅰ）管轄制度の特徴である「直近上級主管部⾨の管轄」には業務領域
ごとの専⾨性の担保および地⽅保護主義に伴う弊害の解消というメリットがある⼀⽅、（ⅱ）
⾏政復議機関の独⽴性・中⽴性の⽋如、⾏政復議機構及び審理等の⼿続を担当する職員の独
⽴性・中⽴性の⽋如、⾏政復議能⼒が⼗分ではない⾏政復議機関を⽣むおそれ、といった三
つのデメリットのあることが、論理的に指摘されている。 
 ⽇本と中国の⽐較研究において、公正性、中⽴・独⽴性、専⾨性の向上に向けた制度改⾰
のあり⽅という視座から、⽐較研究に必要かつ⼗分な検討軸が明確に設定されていること
も、本論⽂の優れた特⾊といえる。例えば、資源配分という観点から地⽅⾏政における制度
の実情につき検討し、中国における⾏政復議権限集中の改⾰に対し、「量の問題」に係る試
⾏段階にとどまると批判的に分析している点は、⽇本における⾏政不服審査制度の将来的
な検討に際しても、⽰唆されるところが少なくない成果と評価できよう。 
 本論⽂にも、改善を期待される点は少なくない。中国の制度についての記述には、制度背
景や前提状況の説明を⽋くために、問題意識や結論が若⼲わかりにくいところがある。また、
⽇本の⾏政不服審査制度の改正後の実情分析についても検討不⾜の箇所が残されており、
今後、検討を深めておくことが望まれる。加えて、外国語（⽇本語）での記述という点を勘
案しても、表記や記述について改善が求められる箇所も残されている。しかしながら、これ
らの改善点は、発表に際し修正可能なものであるか、または今後の研究の展開に期待すべき
ものであり、本論⽂の基本的価値を損なうものではない。 
 以上のような論⽂の評価と⼝述試験の結果に基づいて、審査員⼀同は、申請者楊帆⽒に⼀
橋⼤学博⼠(法学)の学位を授与することが適当であると判断する。 


